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第１章 総  則 

 

第１節 工事概要 

 

本工事は、神明浄化センター返流水ポンプ（No.1）更新工事の機械設備工事（令和２年度）を

行うものである。 

本設備工事は、更新機器の据付・撤去・試運転調整までの一切を行うものである。 

 

第２節 一般事項 

 

（１）本仕様書は、志摩市神明浄化センター返流水ポンプ（No.1）更新工事に伴う機械設備に

関する特記仕様書である。 

（２）工事施工に関する事項及び各仕様書に記載なき事項については、志摩市上下水道部監督

員（以下「監督員」と称す）の承認を得ること。 

（３）本工事の施工にあたって、本特記仕様書の他、三重県公共工事共通仕様書（平成 28 年

度版）、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（平

成 28 年版）等その他諸規格、基準を準用する。 

なお、疑義が生じた時は、監督員と速やかに協議の上施工にあたること。また受注者は 

仕様書・設計図面等に記載する工事を関係諸法令に従い誠実にして完全な施工をなすこと。 

（４）本設備の機械器具は、工場製作完了時に原則として、監督員の指示により製造工場で仮

組立てを行い、検査・試験を行う。但し、仮組立てについては監督員と協議の上、部品検

査のみとし、他は省略することができるものとする。又、原動機、水中ポンプ、ブロワ等

汎用製品のものについては監督員と協議の上、製造者の工場試験成績表を添付して、検査

を省略することができる。 

（５）機械設備の据付、配置は、特記仕様書、設計書、図面並びに現場を熟知の上、詳細にこ

の内容を把握し、疑義を正すと共に、処理施設の性能を充分発揮できるよう配慮しなけれ

ばならない。 

（６）据付完了時、監督員の指示により現地性能試験を行わなければならない。 

（７）機械設備は、全塗装を行うものとするが、ステンレス製品及び樹脂製品はこの限りでは

ない。塗装要領は、下記の通りとする。 

 

露出部：錆止め１回のうえ、調合ペイント２回塗り 

水中部：タールエポキシ３回塗り 

 

但し、原動機、水中ポンプ、ブロワ等の汎用製品については監督員と協議の上、上記塗

装仕様書を変更することができる。 

 

（８）機械設備等は、機器仕様に示す性能を有し、処理施設のフローに適合するものでなけれ

ばならない。 
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（９）現場における完成前に実施する各種確認検査、調整運転等 

１．現場据付工事、配管工事が完了後、各種確認検査を実施するものとする。これらの確認

検査は監督員立ち会いのうえ、行うこと。 

 

２．機器の据付工事、配管工事が完了後、受注者は専門技術者の指導のもとに機器類の調整、

注油、配管内部洗浄、その他必要な諸準備を行い試運転ができるようにする。 

 

３．試運転及び各種検査は次のとおりとし、細部については監督員と協議する。機器類は原

則として実負荷運転を行い、温度上昇、騒音、振動、漏洩、工場試運転時の性能及び各種

検査の再確認、作動検査、各種保護装置の動作試験等、その他必要な試運転検査を行うこ

と。 

 

（10）完成引渡しについて 

１．装置・機器の説明 

系統図、フローシート等による装置の説明及び機器類の取扱い説明をする。 

 

２．設計関係事項 

自動制御のプログラム等の説明をする。 

 

３．施工状況 

保守上注意する要点等について説明する。 

 

４．運転指導 

装置・機器等の動作運転順序、警報、故障表示及び復帰の方法等について説明する。 

 

５．保守管理上必要な事項 

法規関係等保守管理上必要な点について説明する。 

 

６．主要機器類の連絡先 

主要機器の製造者・住所及び連絡先並びに非常時の連絡体制等、一覧表にしたものを

提出し説明する。 

 

７．完成引渡し時の主な図書類完成図、保守に関する指導案内書、機器性能試験成績書、そ

の他保守上必要な図書 

 

８．予備品及び工具類 
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第３節 工事対象物の管理業務 

 

本工事期間中及び引渡し完了までの工事対象物の保管は受注者の責任において行うこと。 

 

第４節 安全管理 

 

（１）受注者は、工事施工にあたり常に細心の注意をはらい労働安全衛生法規を遵守し、作業

従事者の安全を計ること。 

（２）工事中の所要の人員を配し、現場内の整備整頓及び、保守に努めること。 

（３）工事現場の一般立入を禁止する必要のあるときは、監督員の承諾を得てその区域に適当

な柵を設けるとともに、立入禁止の表示をすること。 

（４）特殊車両や大型車両などによる機資材の搬入などに当っては、交通渋滞の配慮や通勤通

学時間帯などの事故防止に努め、交通整理員を配置するなどの交通安全対策を講じること。 

 

第５節 施工及び現場管理 

 

（１）本工事はすべて、図面及び仕様書に表示された設備がその機能を完全に発揮されるよう

に施工すること。 

（２）受注者は、工事打合わせを行った場合、その都度その場で議事録を作成し、速やかに提

出しなければならない。 

（３）汚染・損傷等の恐れのある材料及び、既成部分は養生する。 

（４）現場搬入時の検査に合格した機材であっても、使用時において監督員が変質または、不

良品と判定した機材は、使用することができない。この場合、仕様不能となった機材は、

速やかに変更の措置を講じなければならない。 

（５）資格を必要とする作業は、それぞれの資格を有するものが施工しなければならない。 

（６）受注者は工事着手に先立ち、現場の状況・関連工事・その他について綿密な調査を行い

十分実情を把握した上で、工事施工しなければならない。 

本施設は常時稼動中であり、設備停止を必要とする場合は、あらかじめ監督員と綿密な

打ち合せを行い、これらの期間を最小限となるように努めること。 

（７）設計書添付の「一式当り内訳書」は工事費を積算するための参考であり、契約上の数量

や施工条件を規定するものではない。よって、一式当り内訳書に記載された数量や施工条

件と、実際の施工で要した数量や施工条件で相違が生じた場合での設計変更は行わない。 

 

第６節 実施工程表 

 

（１）受注者は、「工事着手届」に基づいた工程表により、あらかじめ監督員と協議して実施

工程表を作成し、提出すること。 

（２）実施工程表に変更が生じた場合は、その都度変更計画表を提出すること。 

（３）実施工程表について監督員が特に指示した場合は、さらに細部の実施工程表を提出しな

ければならない。 

 

第７節 施工計画 

 

（１）受注者は、あらかじめ工事実施に必要な施工計画書（現場組識表、主要材料の搬入予定

表、使用計画、施工方法等）を提出すること。 

（２）現行の施工計画書に変更が生じ、その内容が重要な場合には、その都度変更計画書を提

出すること。 
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第８節 軽微な変更 

 

工事の施工上構造物・機械設備等の関係で起こる機器の位置変更・配線経路等の軽微なる変更

は、施工図面を提出し、監督員の承認を得て変更することができる。ただし、本変更の範囲は設

計の本質的機能を変えるものであってはならない。 

 

第９節 明記なき事項 

 

本工事において、設計図及び本仕様書に明記されていない事項でも、運転管理上当然必要な事

項については、受注者の負担において施工すること。 

 

第 10 節 施工の立会い及び検査 

 

（１）施工後に検査が不可能、もしくは困難な工事の場合は、監督員立会のもとに施工する。

ただし、監督員の承認する軽微な場合はこの限りではない。 

（２）各工事はそれぞれの工程において、監督員の検査を受けなければならない。ただし、監

督員の承認する軽微な場合は、この限りではない。 

（３）工事の完成検査は、現場代理人及び主任技術者が検査を受けること。 

（４）受注者は検査のため必要な資料の提出その他の処置につき、検査員の指示に従うこと。 

 

第 11節 工事報告書 

 

（１）工事の進捗・作業員の作業及び機材の搬入検査・天候などの状況を示す報告書を監督員

の指示する期日までに定期的に提出すること。 

（２）工事の都合上、休日または夜間の作業を必要とする場合は、あらかじめ監督員と協議し

て行うこと。 

 

第 12節 工事上の瑕疵 

 

万一、工事期間中に受注者の責に帰すべき原因による破損または使用上不都合を生じた場合は、

受注者は無償で指定の期間内に修理・改造または新品との交換を行うこと。 

 

第 13節 工事上の制約 

 

（１）本施設は、稼動中の施設であり本工事中においても機能を低下することなく、更新を行

うものである。従って、本工事の逐行に当たっては、工事方法、手順等を監督員と十分協

議し、公害防止や安全対策に十分考慮して行うこと。 

（２）受注者は、工事施工にあたっては、付近の居住者に迷惑のかからぬよう、公害防止に努

める。 

 

第 14節 設計図書の優先 

 

設計図書の優先は、本特記仕様書、発注図面、機械設備工事・電気設備特別共通仕様の順に適

用すること。 

 

第 15節  図面提出 

 

本工事について受注者は次の工事関係書を各２部提出すること。これらに要する費用は受注者
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の負担とする。 

なお、承認図により、承諾を受けた後でなければ製作に着手してはならない。契約後速やかに

担当技術者を派遣し、本仕様書および図面に基づいて設計、製作に関し詳細なる打合せを行うこ

と。打合せに基づき承認図を２部製作し、提出すること。 

 

 

（１）承認図 

１．一般平面図、施工リスト 

 

２．機器平面図、機器断面図 

 

３．各詳細図 

 

４．その他、指示するもの 

 

（２）決定図 

      承認図返却後、７日以内 

 

第 16節 工事現場発生品 

 

（１）受注者は、工事施工によって生じた現場発生品について、現場発生品の調書を作成し監

督員に提出すること。 

（２）受注者は、発生品のうち産業廃棄物の処分については産業廃棄物管理票（マニフェスト）

の管理等を通じて把握すること。 

なお管理票の写しを監督員に提出し、原本を完成時に提示し、5年間保存すること。 

（３）受注者は、発生品のうち再生資源の利用をはかると指定されたものは、分別を行い所定

の再資源化施設等に搬入を行った後、調書を監督員に提出すること。 

（４）受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（建設事務次官通達）、再生資源の利用の促進

について（経済産業省産業技術環境局リサイクル推進課通達）を遵守して、建設副産物の

適正な処理及び再生資源の活用をはかること。 

 

第 17節 撤去品の処置 

 

受注者は、補助事業で設計図書に明示がある場合、調書を作成し所定の場所へ返納しなければ

ならない。それ以外のものについては、現場発生品の調書項目に基づいて関係諸法規を遵守し処

分すること。 
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第２章 製品及び製作機器 

 

本設備に使用する機器及び製作機器は別添設計図書のとおりとする 

 

（１）名 称：別添設計図書のとおり 

（２）準拠規格：本設備に使用する機械・器具の製造に用いる部品、材料は全て次の規格及び

標準規格に適合したものでなければならない。 

 日本工業規格 ＪＩＳ  

 電気規格調査会標準規格  ＪＥＣ 

 日本電気工業会標準規格  ＪＥＭ 

 給排水・空調設備規格 

その他関係法令  

（３）仕 様：別添機械設備機器仕様書のとおり 

（４）付 属 品：一般付属品 
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第３章 配管・弁類 

 

配管・弁類の種類及び管の接合方法と接合材は、設計図に基づき以下のうち使用箇所、使用条

件に合致したものを使用する。 

 

（１） 配管 

配管の種類と規格 

呼称 番  号 
規      格 

名  称 備  考 

ステンレス鋼管 
JWWA G 115 水道用ステンレス鋼管  

JIS G 3459 配管用ステンレス鋼管  

塩化ビニル管 
JIS K 6741 硬質塩化ビニル管  

JIS K 6742 水道用硬質塩化ビニル管  

（注） JISは日本工業規格を表す。 

 JWWAは日本水道協会規格を表す。 

 

（２）継手管 

継手管の種類と規格 

呼称 番  号 
規      格 

名  称 備  考 

ステンレス鋼管用継手 JWWA G 116 水道用ステンレス鋼管継手  

塩化ビニル管用継手 JIS K 6743 水道用硬質塩化ビニル管継手  

（注） JISは日本工業規格を表す。 

 JWWAは日本水道協会規格を表す。 

 

（３）接合材 

管の接合方法と接合材 

接合方法 接合材 名  称 備  考 

フランジ接合 JWWA G 116 
JIS K 6353(水道用ゴム)の 1 種 1

号とする 
給水用 

ねじ接合 

シールテープ 
JIS K 6885(シール用四フッ化エ

チレン樹脂未焼成テープ)とする 

配管用途に適用

するもの 

合成樹脂 

液体ﾊﾟｯｷﾝ 
配管用途に適用するものとする  

接着剤による接合 JWWA G 116 
JIS S 101 の水道用硬質塩化ビニ

ル管接着剤とする 

配管用途に適用

するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

（４）弁類 

材質 ステンレス製、硬質塩化ビニル製、鋳鉄製等 

呼び圧力 5kgf/cm2、10kgf/cm2 等 

接続方式 ねじ込み式、フランジ式、ソケット式 

構造 外ねじ式、内ねじ式、コック式等 
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（５）配管・弁類の使用区分 

 

配管・弁類の使用区分 

使用区分 呼  称 記号または材質 規  格 

配

管 

空気配管用 配管用ステンレス鋼管 SUS-TP JIS G 3459 

汚水配管用 
配管用ステンレス鋼管 

硬質塩化ビニル管 

SUS-TP 

VP 

JIS G 3459 

JIS K 6741 

移流配管用 

硬質塩化ビニル管(一般管) 

管硬質塩化ビニル管(薄肉管) 

配管用ステンレス鋼管 

VP 

VU 

SUS-TP 

JIS K 6741 

JIS K 6741 

JIS G 3459 

弁

類 

空気配管用 

仕切弁 

逆止弁 

玉形弁 

ボール弁 

ステンレス 

ステンレス 

ステンレス 

ステンレス 

 

汚水配管用 

仕切弁 

逆止弁 

玉形弁 

ボール弁 

バタフライ弁 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

 

汚泥配管用 

仕切弁 

逆止弁 

ボール弁 

バタフライ弁 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ･ｽﾃﾝﾚｽ 

 

 

（６）支持金物 

支持金物及び取付けボルト・ナット類は、ステンレス製とする 
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第４章 配管工事 
 

（１）配管、弁、圧力計及び付属品類は日本工業規格品又はこれに準じたものを使用し、それ

ぞれの流体に適した材質のものを使用すること。 

 

（２）配管は可能な限り集合配管とし、各配管は用途別に色分けや流れ方向、名称等を明記す

ること。 

 

（３）支持金物は管の伸縮、荷重などに耐えるもので、管径及び管の材質に応じた十分な支持

強度を有すること。 

 

（４）勾配、防露、防振に十分考慮すること。 

 

（５）配管の布設については、必要に応じフランジ又はユニオンを設け容易に取り外しが可能

なものとすること。 

 

（６）汚泥引抜用カップリングの据付については、据付前に施設管理者、清掃業者等と十分な

打合せを行い、必要に応じてカップリング機種の再選定を行うこと。 

 

１．配管設備 

 

①材料 

「第３章 配管･弁類」を参照のこと 

 

②支持金物 

横走り管の支持間隔は原則として下表によるものとし、曲部及び分岐箇所は必要に

応じて行うものとする。 

 

管径 φ20以下 φ25～φ40 φ50～φ150 

鋼管 1.8ｍ 2.0ｍ 3.0ｍ 

管径 φ40以下 φ50 φ65～φ200 

塩ビ管 1.0ｍ 1.2ｍ 1.5ｍ 

 

③管の塗装 

原則として、すべて塗装しないものとする。 

 

④試験・検査 

配管工事終了後、通水及び通気試験を監督員立会いのうえ行い、誤配管及び漏れ等

のないことを確認しなければならない。 
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第５章 機器仕様 

 
（１）機器類 

１.更新機器 

番号 名称 仕  様 数量 備考 

１ 返流水ポンプNo.1 

型式 無閉塞型 

１  

吸込口径 φ80mm 

吐出量 0.6m3/min 

全揚程 9.0m 

電動機出力 3.7kw×4P 

電源 400V×60Hz 

駆動方式 ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞ 

軸封方式 無注水式ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙ 

ｹｰｼﾝｸﾞ材質 FC200 以上 

羽根車材質 高ｸﾛﾑ鋳鉄 

ｻｸｼｮﾝｶﾊﾞｰ材質 高ｸﾛﾑ鋳鉄 

 

 

 

第６章 仮設工事 
 

特になし。 

 


